
防潮堤整備と土地利用に関する
線形空間モデル分析

横松宗太1

1正会員　工博　京都大学防災研究所（〒 611-0011 宇治市五ヶ庄）
E-mail: yoko@drs.dpri.kyoto-u.ac.jp

本研究では津波が想定される沿岸地域の防災対策を議論するための線形都市モデルを定式化する．海へのア
クセシビリティが重要な漁業を含む業務地区と住宅地区を考慮した空間を対象に，防潮堤整備と土地利用規制
が家計や企業の立地や付け値地代に及ぼす影響について分析する．
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1. はじめに

本研究では津波が想定される沿岸地域の線形空間モ

デルを定式化する．海へのアクセシビリティが重要な

漁業を含む産業活動地区と住宅地区を考慮した空間を

対象に，防潮堤と土地利用規制が家計や企業の立地や

付け値地代に及ぼす影響について分析する．本研究で

は，単純なモデルを用いた定性的な問題構造の理解を

通じて，津波防災における政策のベストミックスを検

討するための論点整理を得ることを目的とする．

2. モデル

(1) 線形空間の仮定

海岸線を原点とした，幅が 1 の線形空間を考える．

空間を x座標によって表現し，海岸を x = 0，内陸を

x(> 0)とする．この地域では図－1に示すようなゾー

ニングが施されているものとする．すなわち [0, x0)の

区間は津波危険地域であり企業も家計も立地できない．

そして [x0, x̂)の区間が産業活動地区（業務地区）に，x̂

よりも内陸側の領域が住宅地区に指定されているとす

る．1つの企業や 1人の家計が需要する土地のロットサ

イズを 1とする．

地域経済は，企業と家計の立地と財市場に関してオー

プンであり，労働市場に関してクローズであるとする．

よって地域に参入する企業の数は (x̂− x0)以下の内生

変数となる．一方，家計数は制約のない内生変数であ

り，住宅地区の右の境界は人口に応じて決められる．ま

た，不在地主を仮定する．

地震による津波の発生確率を µとする．津波が発生

した際の各地点 x の浸水深を ψ(x) により表す．また

図–1 線形空間とゾーニング

津波の到達点を X とする．すなわち x ≤ X において

ψ(x) ≥ 0である．本モデルでは X < x̂とし，住宅地

区は津波が到達しない場所に割り当てられているもの

とする．一方，業務地区は津波によって浸水する．地

点 xに立地する企業は，保有する生産施設の δ(x, h)の

割合を失うものとする．ただし hは防潮堤の高さを表

し，δ(x, h)は以下の関係を満たすものとする．

0 ≤ δ(x, h) ≤ 1 (1a)

∂δ(x, h)

∂x
≤ 0,

∂δ(x, h)

∂h
≤ 0 for 0 ≤ x ≤ X (1b)

δ(x, h) = 0 for x > X (1c)

海岸から遠ざかるほど，また防潮堤が高くなるほど被害

率は減少する．以後，防潮堤の高さに着目した議論をし

ないところでは hの表記を省略することとする．企業

がK の水準の生産施設をもっているとき，津波によっ

て δ(x)K の水準が損壊する．またこのとき ζδ(x)K の

大きさの外部費用が発生するものとする．外部費用は，

公共空間に散乱した瓦礫の収集に要する費用など，自

治体を通じて地域社会全体が負担する費用となる．分析

の簡単化のため，δ(x, h)を以下のように特定化する．

δ(x, h) := θ(h) ·
{
1− x

X

}
for 0 ≤ x ≤ X (2a)

δ(x, h) := 0 for x > X (2b)
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θ′(h) < 0, θ′′(h) ≥ 0 (2c)

ただし「′」と「′′」は，それぞれ１変数関数における当

該変数による１階微分と２階微分を表す．はじめに基

本モデルとして ζ = 0の場合を分析する．

(2) 企業の付け値地代

地域の産業は，漁業のように海上や港，海岸沿いの

空間で生産活動を行う「A産業」と，それ以外の製造

業やサービス業を含む「B 産業」の 2種類に分類され

るものとする．それぞれの産業に属する企業を，「A企

業」「B企業」のように呼ぶ．A企業は海岸近くに立地

するほど海にアクセスする費用が小さくなる．また A

産業で生産される A財の価格を pとし，B産業で生産

される B 財の価格を 1に基準化する．pは地域の外の

市場で決まる外生変数である．両産業のいずれの企業

もロットサイズ 1の土地を需要し，K の水準の生産施

設をもつものとする．K への投資はサンクしているも

のとする．一方，制度的な理由により，企業は災害によ

る生産施設の損壊リスクに対する保険に入らなければ

ならないものとする．企業は事前に保険料 µδ(x)K を

支払うことにより，災害後には保険金によって施設を

完全に復旧して，平常時と同水準の生産が行えるもの

と仮定する．A企業と B企業の生産技術をそれぞれ次

式のように仮定する．

Fa(La) := Ā logLa, Fb(Lb) := B̄ logLb (3)

ただし La, LbはそれぞれA企業，B企業が雇用する労

働者の人数を表し，Ā, B̄はそれぞれの企業の技術水準

を表すパラメータである．以後，下付きの添え字 aと

bは，それぞれ A企業と B企業の変数であることを示

す．logは自然対数である．地点 xに立地する企業A,B

の利潤は以下のように表される．

Πa(x) := max
La

[
pFa(La)− waLa

]
−ηx− µδ(x)K − ξ(x)− q(x) (4a)

Πb(x) := max
Lb

[
Fb(Lb)− wbLb

]
−µδ(x)K − ξ(x)− q(x) (4b)

ただし wa, wb はそれぞれ産業 A,B の賃金率を，ξ(x)

は地点 xにおける立地税を表す．q(x)は地点 xの地代

を表す．η は事業所の立地地点 xから海までの単位距

離あたりの交通費用を表す．地点 xに立地する A企業

と B 企業の最適な労働需要 L∗
a, L

∗
b は以下の条件を満

たす．

pF ′
a(L

∗
a)− wa = 0 ⇔ L∗

a(wa) =
pĀ

wa
(5a)

F ′
b(L

∗
b)− wb = 0 ⇔ L∗

b(wb) =
B̄

wb
(5b)

いま，両産業の企業が当該地域の外に立地した場合に

得られる利潤を πとする．簡単化のため，両産業の企

業とも同一の水準であるとする．以上より，地点 xの土

地に対するA企業とB企業の付け値地代Qa(x), Qb(x)

は以下の大きさに決まる．

Qa(x) = pFa(L
∗
a)− waL

∗
a − ηx− µδ(x)K − ξ(x)− π

= pĀ log

(
pĀ

wa

)
− pĀ

−µθK − π − ξ(x)−
(
η − µθK

X

)
x (6a)

Qb(x) = Fb(L
∗
b)− wbL

∗
b − µδ(x)K − ξ(x)− π

= B̄ log

(
B̄

wb

)
− B̄ − µθK − π − ξ(x) +

µθK

X
x (6b)

基本モデルでは立地税 ξ(x)を 0とする．

(3) 家計の付け値地代

全ての家計はA財とB財の消費に対して同一の選好

をもつものとする．効用関数をコブ＝ダグラス型関数

により仮定する．

U(ca, cb) := cγac
1−γ
b (7)

このとき効用水準 v を達成するための最小支出は次式

により与えられる．

Φ(p, v) := Γ(p) · v (8a)

where Γ(p) :=

(
γ

p

)−γ

(1− γ)−(1−γ) (8b)

A産業，B産業で働く家計をそれぞれ「家計A」，「家

計 B」と呼ぶこととする．両タイプの家計は仕事のた

めに業務地区に通勤する．ただし通勤に費用がかかる

区間は，居住地点 xから業務地区の入口 x̂までである

とする．業務地区内は交通の便が良く，住宅地区内と比

較すると費用は無視しえるほど小さいものと仮定する．

一方，家計Aは家計Bよりも，自宅と職場を往復する

回数が多いものとする．自宅から職場まで大きな物を

運ぶこともあるとする．それらの理由によって，ある

一定の期間に支出する交通費用は，家計 Aの方が家計

B よりも大きくなる．地点 xに居住する両タイプの家

計のそれぞれの交通費用を σa{x− x̂}，σb{x− x̂}と表
そう．以上の理由により，パラメータ間に σa > σb の

関係があると考える．

また，家計Aの給与は基本給 waと歩合給 pεで構成

されているものとする．すなわち企業 Aから与えられ

る給与waに加えて，基準量よりも多い収穫 εを自ら市

場で売って追加的な所得を得ることができるものと仮

定する．モデルの簡単化のため εは一定のパラメータ

とする．以上より，家計 A,B が 2財 A,B の消費に充

てられる所得は，それぞれ以下のように与えられる．

Ya(wa, p) := wa + pε− σa{x− x̂} − τ − r(x) (9a)

Yb(wb) := wb − σb{x− x̂} − τ − r(x) (9b)

ただし τ は税金を，r(x)は地点 xの地代を表す．いま，

第 52回土木計画学研究発表会・講演集

 235



図–2 付け値地代と立地均衡（ケース 1：η が比較的小さい
場合）

図–3 付け値地代と立地均衡（ケース 2：η が大きい場合）

両タイプの家計が他の地域で居住した際の効用水準を

v とすると，式 (8a)(9a)(9b)より，地点 xの土地に対

する家計 Aと家計 B の付け値地代 Ra(x), Rb(x)は以

下の大きさに決まる．

Ra(x) = wa + pε− σa{x− x̂} − τ − Γv (10a)

Rb(x) = wb − σb{x− x̂} − τ − Γv (10b)

基本モデルでは税 τ を 0とする．

3. 市場均衡

(1) 均衡条件

パラメータの大小関係によって，4つの付け値地代の

大小関係にはいくつかの場合分けがある．不必要な場

合分けを避けるため，本研究では η > µθK/X を仮定

する．このとき，４つの付け値曲線の大小関係と立地

均衡には図－2と図－3の二つのケースがある．ケース

1では，業務地区の全ての土地は企業によって需要され

る．A産業の企業数は (x2 − x0)社，B 産業の企業数

は (x̂− x2)社に決まる．一方，ケース 2では，業務地

区に空き地が残る．A産業の企業数は (x3 − x0)社，B

産業の企業数は (x̂− x1)社に決まる．家計に関しては，

両ケースともに，家計Aが業務地区に近い側に立地し，

家計Bが外側に立地することが均衡となる．家計Aは

(x4 − x̂)人，家計 B は (x6 − x4)人となる．

社会厚生は均衡地代の総和によって測られる．すな

わち均衡において各地点に立地した経済主体が支払う

地代を集計した額が社会厚生水準に相当する．

ケ ー ス 1 の 均 衡 に お い て ，内 生 変 数 は

(x2, x4, x6, wa, wb) の 5 つである．均衡条件は以

下のように与えらえる．

Qa(x2) = Qb(x2) (11a)

Ra(x4) = Rb(x4) (11b)

Rb(x6) = Rf = 0 (11c)

L∗
a(wa){x2 − x0} = x4 − x̂ (11d)

L∗
b(wb){x̂− x2} = x6 − x4 (11e)

式 (11a)は地点 x2において企業Aと企業Bの付け値地

代が一致する条件を表す．Qa(x2), Qb(x2)は式 (6a)(6b)

によって与えられ，それぞれ wa, wb を含む．式 (11b)

は地点 x4 において家計 Aと家計 B の付け値地代が一

致する条件を表す．Ra(x4), Rb(x4)は式 (10a)(10b)に

よって与えられ，それらにもwa, wbが含まれている．式

(11c)は空間のフリンジでの条件であり，Rf は農地地

代を表す．Rf は外生変数であり，ここではゼロに基準

化する．式 (11d)(11e)は完全雇用の下でのA産業とB

産業の労働市場のクリアリング条件を示す．労働需要関

数 L∗
a(wa), L

∗
b(wb)は，式 (5a)(5b)により与えられる．

上記の連立方程式 (11a)-(11e) から，均衡解

(x∗2, x
∗
4, x

∗
6, w

∗
a, w

∗
b )を得るには数値計算が必要になる．

得られた均衡解の上で，社会厚生水準は以下のように

求められる．

V (h, x0) :=

∫ x2

x0

Q∗
a(x)dx+

∫ x̂

x2

Q∗
b(x)dx

+

∫ x4

x̂

R∗
a(x)dx+

∫ x6

x4

R∗
b(x)dx (12)

(2) 立地規制の効果

沿岸の立地規制の強化は x0の増加によって表される．

均衡体系 (11a)-(11e)に対して x0 の増加の影響を調べ

ることができる．ケース 1の均衡を導く任意のパラメー

タの下で，x0 の増加は総企業数 N(:= x̂ − x0)を減少

させる．また，dw∗
a/dx0と dw∗

b/dx0は同じ符号をもつ

（証明略）．そして以下の２つの場合が起こりえる．

立地規制の効果 1

w∗
aと w∗

b はともに上昇する．よって L∗
aと L∗

b はとも

に減少する．企業 A,B の付け値地代 Qa(x), Qb(x)は

減少する．一方，産業A,Bのうち，多くの労働を雇用

している産業の企業数が増加し，少ない労働を雇用し

ている産業の企業数が減少する．そして地域の総人口

n(:= x∗6 − x̂)は増加する．

立地規制の効果 2

w∗
aと w∗

b はともに減少する．よって L∗
aと L∗

b はとも
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に増加する．企業 A,B の付け値地代 Qa(x), Qb(x)は

増加する．一方，産業A,Bのうち，少ない労働を雇用

している産業の企業数が増加し，多くの労働を雇用し

ている産業の企業数が減少する．そして地域の総人口

nは減少する．

(3) 防潮堤の整備と立地規制の組み合わせ

高さ hの防潮堤の整備費用をC(h)により表そう．モ

デルの簡単化のため，景観の悪化などによる不効用も

C(h)に含まれているものと考える．関数 C(h)は次式

を満たすものと仮定する．

C ′(h) > 0, C ′′(h) ≥ 0 (13)

整備費用を考慮した社会厚生水準は以下のように表

される．

W (h, x0) := V (h, x0)− C(h) (14)

内点解を仮定すると，防潮堤の高さと規制の組み合わ

せに関する最適化条件は以下のように表される．
∂W (h∗, x∗0)

∂h
=
∂V (h∗, x∗0)

∂h
− C ′(h∗) = 0 (15a)

∂W (h∗, x∗0)

∂x0
=
∂V (h∗, x∗0)

∂x0
= 0 (15b)

4. 外部費用と課税

企業の生産施設K の損壊が，瓦礫の散乱による道路

閉鎖などの不便利や，災害廃棄物の処理費用の公的負

担などの外部費用をもたらす状況を ζ > 0によって表

現する．外部費用の総和は以下のように表される．

Ω : =

∫ x̂

x0

ζδ(x)Kdx

= ζθ(h)K

{(
x̂− x̂2

2X

)
−

(
x0 −

x20
2X

)}
(16)

費用 Ωを自治体が処理するとき，最終的な負担は企業

や住民への税に帰着する．自治体の予算制約は以下の

ように表される．∫ x̂

x0

ξ(x)dx+ τ{x∗6 − x̂} = Ω (17)

企業への立地課税が不可能であるとき，ξ(x) = 0

(for all x)であり，家計の税負担は以下のようになる．

τ =
Ω

x∗6 − x̂
(18)

この負担は家計の立地選択に影響し，住民数を減少さ

せる．

一方，ファーストベストな課税政策は，企業への立

地課税のみを用いて，企業立地の外部性を内部化する

ことである．すなわち

ξ(x) = ζδ(x)K for all x (19)

が各企業に課される．式 (4a)(4b)に示すように，ξ(x)

は企業の労働需要と独立であるため，労働需要は影響

を受けない．家計の立地すなわち労働供給も影響を受

けないため，労働市場は影響を受けず，賃金率も変わ

らない．企業の付け値地代は減少するが，住民の税負

担の減少と相殺されるため，外部費用を含んだ社会厚

生水準W (h, x0)は変わらない．ただし，ξ(x)の負担が

企業の立地数を減少させて，立地均衡がケース 1から

ケース 2にシフトするときには，労働市場は影響を受

け，住民の立地にも影響が及ぶことになる．

一方，各企業が防災（減災）対策の手段をもつとき

には，ファーストベスト課税によって，各企業から社

会的に効率的な防災投資水準を引き出すことができる．

5. おわりに

本稿では，津波リスクに直面した沿岸地域における，

防潮堤整備とゾーニング政策を同時に議論するための

基礎的モデルの定式化を試みた．今後は数値計算を通

じて，均衡解の性質について詳細に分析する必要があ

る．それと同時に，政策変数の妥当性について再検討

する必要がある．例えば，立地規制 x0の現実的妥当性

や正当性について，法学の観点も踏まえて検討する必

要がある．また防潮堤の位置についても政策変数とし

て扱う必要がある．さらには，集積の経済等の正の外

部性をモデルに導入して，津波政策の地域経済への効

果を分析する必要がある．
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